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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期

決算年月 平成24年１月 平成25年１月 平成26年１月 平成27年１月 平成28年１月

売上高 （千円） 253,092 241,527 260,276 238,108 266,697

経常利益（△損失） （千円） △33,529 1,366 4,672 △9,507 13,728

当期純利益（△損失） （千円） △35,556 389 1,524 △10,484 7,747

持分法を適用した場合の投

資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000

発行済株式総数 （株） 44,440 44,440 44,440 44,440 44,440

純資産額 （千円） 1,771,537 1,771,926 1,773,451 1,762,966 1,770,714

総資産額 （千円） 1,818,345 1,806,902 1,804,662 1,799,560 1,805,837

１株当たり純資産額 （円） 39,863.57 39,872.34 39,906.64 39,670.72 39,845.06

１株当たり配当額

（円）

－ － － － －

（うち１株当たり中間配当

額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額

（△損失）
（円） △957.77 8.76 34.30 △235.91 174.34

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 97.4 98.1 98.3 98.0 98.1

自己資本利益率 （％） △2.2 0.0 0.1 △0.6 0.4

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △4,534 16,821 26,498 21,543 35,161

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △29,516 △4,833 △9,581 △3,659 △36,695

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 34,168 △5,831 △5,831 △5,831 △4,749

現金及び現金同等物の期末

残高
（千円） 17,663 23,819 34,904 46,956 40,673

従業員数
（人）

33 27 27 24 24

［外、平均臨時雇用者数］ [5] [3] [3] [3] [3]

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」について

は、記載しておりません。

２．売上高は消費税等抜きで表示しております。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がありませんので記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在してないため、記載しておりませ

ん。

５．株価収益率については、当社株式は非上場でありますので記載しておりません。
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２【沿革】

　当社は、昭和48年２月24日に備後観光開発株式会社の商号で設立し、ゴルフ場用地を買収の上、同年５月19日起工

式を挙行し、尾道宇根山カントリークラブ（現尾道カントリークラブ）の建設に着手いたしました。昭和50年６月に

すべての工事を完了し同年７月26日に株主会員制による快適ゴルフの実現を目指して世羅郡甲山町（現世羅町）小世

良において尾道カントリークラブ（18ホール・6,540ヤード・パー72）のゴルフコースを開場し、現在に至っており

ます。

３【事業の内容】

事業の内容

　18ホール（パー72）のゴルフコースを設置し、株主会員制による快適ゴルフの実現を目指して、ゴルフ場を経営し

ております。また、場内に練習場、食堂、売店を設置して、ゴルフ競技に必要な便宜を提供しております。

　運営方法については、株主会員により組織した尾道カントリークラブへ委嘱し、それぞれ下記の組織により、その

衝に当たっております。

４【関係会社の状況】

　関係会社に該当する会社はありません。

５【従業員の状況】

(1）従業員数、平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与

平成28年１月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

24 [3] 47.0 15.5 3,234,311

　（注）１．平均年間給与は税込みで、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　　２．従業員数のうち、臨時従業員は年間の平均人数を［　］内に外数で記載しております。

　　３．当社は、ゴルフ場の経営及びこれに付帯する事業を含む、単一セグメントであるため、従業員数はセグメ

　　　　ント情報に関連付けて記載しておりません。

 

 

(2）労働組合の状況

　当社には労働組合はありません。なお、労使関係については、円滑な関係にあり特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

　当社には、子会社がなくゴルフ場経営しか行っておりませんので、セグメントの記載はしておりません。

(1）業績

　当期（第43期）におけるわが国経済は、秋口までは、為替の円安傾向もあり、輸出企業を中心に緩やかながら

堅調に推移いたしました。企業業績も大手企業を中心に順調に伸びてきましたが、冬場に入る頃より、中国経済

の減速や先物市場での1バーレル３０ドルを切る原油安は、世界的な株式市場の暴落となり、今後の経済情勢に暗

い影を落としています。

　このような環境の中、ゴルフ業界におきましては、高齢化によるゴルフ人口の減少で、過当競争となり、低料金

指向が一層強まる傾向となっています。

　こうした環境の下、弊社は開場40周年を迎えたこともあり、各種イベントを積極的に開催すると共に、元旦を

除いては年中無休の営業体制に切り替えました。また、コストの削減にも積極的に取り組んでまいりました。

　その結果、土日のお天気に恵まれたこともあり、入場者数は37,207人（対前期比121.5％）、売上高で266,697千

円（対前期比112.0％）となり、経常利益は13,728千円（前期は経常損失9,507千円）、当期純利益7,747千円（前

期は当期純損失10,484千円）の結果となりました。

(2）キャッシュ・フロー

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により35,161千円増加しました

が、投資活動により36,695千円減少したことに加え、財務活動により4,749千円減少したことにより、前年同期と

比べ6,283千円（13.4％）減少し、期末残高は40,673千円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果増加した資金は35,161千円（前年同期は21,543千円の増加）となりました。

　これは、税引前当期純利益8,724千円（前年同期は税引前当期純損失9,507千円）及び減価償却費18,644千円など

によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果減少した資金は36,695千円（前年同期は3,659千円の減少）となりました。これは有形固定資産

の取得による支出及び定期預金の預入による支出によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果減少した資金は4,749千円（前年同期は5,831千円の減少）となりました。これは、リース債務の

返済による支出4,749千円によるものであります。

２【生産、受注及び販売の状況】

営業収入の実績

科目 金額（千円） 前期比（％）

料金収入 149,757 103.5

食堂等収入 75,092 121.2

会費収入 19,000 105.8

その他収入 22,847 169.2

計 266,697 112.0

　（注）　消費税等を含まない。
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来場者の実績内訳

区分 来場者 前期比（％）

会員（人） 9,525 122.7

ビジター（人） 27,682 121.0

合計（人） 37,207 121.5

営業日数（日） 333 111.7

１日平均（人） 111.7 108.7

 

３【対処すべき課題】

　当社をとりまく経営環境は予断を許さない厳しい環境が続くものと思われます。また、若年層のゴルファーの確保

に努力し入場者数の増加に努め、夏場のナイターと各種イベントの開催を行う等営業活動を増強してまいり、経費の

削減、社員教育を充実し、より良いサービスに努めます。

 

４【事業等のリスク】

　本報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性の

ある事項には、以下のようなものがあります。

(1）経済状況

　ゴルフ業界においての経営環境は、金融緩和と景気回復の各種政策への期待感はありますが、依然として個人消

費の回復を実感できないまま推移し、近隣のゴルフ場との競争激化、特に入場料金の低廉競争が続いて、営業収入

に悪影響を及ぼす可能性があります。

(2）天候によるリスク

　ゴルフ場における天候の影響は大きく、長引く梅雨、台風、積雪によるコースのクローズ等での営業の休場が当

社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しております。

　会計基準につきましては、第５[経理の状況]１財務諸表等（１）財務諸表　注記事項（重要な会計方針）に記

載のとおりであります。

(2）当事業年度末の財政状態の分析

　当社の当事業年度末における自己資本比率は98.1％であります。

　当事業年度の総資産は、前事業年度末に比べ6,276千円増加し、1,805,837千円(前事業年度比0.3%増）となっ

ております。貸借対照表の主要項目ごとの主な増減要因は次のとおりであります。

 

（流動資産）

　　　　　流動資産は、前事業年度末に比べ23,234千円増加し、95,256千円（前事業年度比32.3%増）となりました。

　　　　これは主に、現金及び預金が増加したことによるものであります。

 

（固定資産）

　　　　　固定資産は、前事業年度末に比べ16,958千円減少し、1,710,581千円（前事業年度比1.0%減）となりました。

　　　　これは主に、有形固定資産の取得による増加6,690千円に対し減価償却による減少18,644千円によるものであり

ます。

 

（負債）

　　　　　負債は、前事業年度末に比べ1,470千円減少し、35,122千円（前事業年度比4.0%減）となりました。これは主

　　　　に、リース債務が減少したことによるものであります。

 

（純資産）

　　純資産は、前事業年度末に比べ7,747千円増加し、1,770,714千円（前事業年度比0.4%増）となりました。こ

　れは、当期純利益が7,747千円計上されたことによるものです。

 

(3）当事業年度の経営成績の分析

　　当事業年度における経営の成績の概況については、「１業績等の概要　（１）業績」に記載のとおりでありま

　す。損益計算書の主要項目ごとの前事業年度との主な増減要因は、次のとおりであります。

 

　　　　（売上高）

　　　　　入場者数は、前事業年度に比べ6,573人増加し、37,207人（前事業年度比21.5%増）で、売上高は、前事業年度

　　　　に比べ28,589千円増加し、266,697千円（前事業年度比12.0%増）となりました。

 

　　　　（営業利益）

　　　　　売上高は、入場者数の増加に伴い増収となりましたが、売上原価の増加もありその結果、営業利益は12,273千

　　　　円（前事業年度は営業損失10,190千円）となりました。

 

　　　　（経常利益）

　　　　　営業利益となり、経常利益は13,728千円（前事業年度は経常損失9,507千円）となりました。

(4)　当事業年度のキャッシュ・フロー状況の分析

　キャッシュ・フローの状況につきましては、「１　業績等の概要（２）キャッシュ・フロー」に記載のとおり

であります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度は、6,690千円の設備投資を行いました。主な設備投資としては、乗用3連ロータリーモア（3,350千

円）コース内トイレ兼退避舎（1,361千円）等であります。

 

２【主要な設備の状況】

項目 帳簿価額(千円) 内容

建物 253,536

クラブハウス、鉄筋コンクリート２階建（2,028㎡）・キャデーハウ

ス、鉄筋２階建（482㎡）プレハブ１棟・管理倉庫、鉄骨造１階建３

棟・カート整備倉庫鉄骨造１階建（197.49㎡）・茶店アウト１、イン

１、クラブハウス前１、退避舎2、避難小屋12、・給排水設備・浄化槽

設備・空調設備等

構築物 38,865 照明設備・散水スプリンクラー・猪防護柵・道路舗装等

機械及び装置 10,039 コース機械

車両運搬具 6,108 乗用カート・３トンダンプ・乗用貨物車

工具、器具及び備品 5,220 厨房器具等

コース 941,144 コースの造成費

土地 453,418 ゴルフ場用地（自用地）

　（注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。

２．従業員は24名で、この他臨時雇用者の年間の平均人数は3名です。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,400

計 50,400

 

②【発行済株式】

種類

事業年度末現在発行数

（株）

（平成28年１月31日）

提出日現在発行数（株）

（平成28年４月22日）

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 44,440 44,440 （非上場）

当社は単元株式

制度を採用して

おりません。

計 44,440 44,440 － －

　（注）　当社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を受ける必要があります。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成23年７月29日
　注１

15,000 44,440    150,000 230,000 150,000 1,657,000

 平成23年７月29日
　注２

－ 44,440  △150,000 80,000 150,000 1,807,000

　平成24年4月25日
　注３

－ 44,440 － 80,000 △115,462 1,691,537

　　　　　注1　有償第三者割当増資

　　　　　　　発行価格　　　　　　　20,000円

　　　　　　　資本組入額　　　　　　10,000円

　　　　　　　割当先　　　尾道造船株式会社

　　　　　注2　資本金150,000千円を資本準備金に振替。

　　　　　注3　資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。

（６）【所有者別状況】

平成28年１月31日現在
 

区分

株式の状況
単元未満株

式の状況
政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） - 3 - 168 - - 1,259 1,430 －

所有株式数

（株）
- 137 - 25,415 - - 18,888 44,440 －

所有株式数の

割合（％）
- 0.3 - 57.2 - - 42.5 100 －
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（７）【大株主の状況】
 

  平成28年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

尾道造船株式会社 神戸市中央区江戸町104番地 17,400 39.2

株式会社ナカタ・マックコー

ポレーション
広島県尾道市潮見町６番11号 2,249 5.1

長崎船舶装備株式会社 長崎県長崎市琴平町１番５号 975 2.2

あおみ建設株式会社 東京都港区海岸三丁目1８番21号 300 0.7

丸善製薬株式会社 広島県尾道市向東町14703番地の10 169 0.4

日工株式会社 広島県尾道市東尾道９番１号 139 0.3

朝日産業株式会社 広島県尾道市山波町1005番地 115 0.3

株式会社今井製作所 愛媛県越智郡岩城村24－６ 105 0.2

山陽工業株式会社 広島県尾道市高須町904 93 0.2

株式会社田頭工作所 広島県尾道市因島中庄町4951-2 92 0.2

計 － 21,637 48.7

 

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年１月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 　普通株式44,440 44,440 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 44,440 － －

総株主の議決権 － 44,440 －

 

②【自己株式等】

平成28年１月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社の利益配当につきましては、期末配当として年１回の配当をすることとし、その決定機関は株主総会でありま

す。ただし、内部留保を厚くし設備の充実をはかることが株主会員への利益還元と考えており、当期を含め当分の

間、配当は避ける方針です。

４【株価の推移】

　当社株式は非上場につき該当事項はありません。
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５【役員の状況】

男性　20名　女性　0名　（役員のうち女性の比率　0％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長
 

熊谷　隆司

 
昭和24年３月28日生

 
平成20年４月 当社監査役就任

平成24年４月

平成25年４月

平成26年６月

当社取締役就任

当社代表取締役就任　現在に至る

尾道造船株式会社顧問就任　現在に至

る
 

(注)３ 15

取締役  
（注）１

山本　　洋
昭和７年12月20日生

 
昭和50年１月 当社取締役就任　現在に至る

平成18年７月 山本コーポレーション株式会社代表取

締役会長就任　現在に至る
 

(注)３ 15

取締役  
（注）１

村上　新介
昭和21年11月28日生

 
昭和54年８月 中国紙工業株式会社代表取締役就任　

現在に至る

平成10年４月 当社取締役就任　現在に至る

 

(注)３ 15

取締役  
（注）１

岡田　福三
昭和６年６月21日生

 
平成12年４月 当社取締役就任　現在に至る

平成19年１月 双葉自動車株式会社代表取締役会長就

任　現在に至る
 

(注)３ －

取締役  
（注）１

児玉　正宏
昭和12年４月29日生

 
平成12年４月 当社取締役就任　現在に至る

平成15年９月 株式会社コダマテクノ代表取締役会長

就任　現在に至る
 

(注)３ 15

取締役  
（注）１

柏原　健二
昭和19年12月15日生

 
平成７年２月 山陽船舶電機株式会社代表取締役就任

現在に至る

平成12年４月 当社取締役就任　現在に至る
 

(注)３ 15

取締役  
（注）１

中部　　隆
昭和44年７月15日生

 
平成20年４月 当社取締役就任　現在に至る

平成21年６月 尾道造船株式会社代表取締役就任　現

在に至る
 

(注)３ 15

取締役  
（注）１

中田　　卓
昭和45年12月４日生

 
平成23年３月 株式会社ナカタ・マックコーポレー

ション代表取締役就任　現在に至る

平成24年４月 当社取締役就任　現在に至る
 

(注)３ 15

取締役  
（注）１

下井　 覚仁
昭和44年９月30日生

 
平成23年６月 尾道造船株式会社資材部長就任　現在

に至る

平成24年４月 当社取締役就任　現在に至る
 

(注)３ 15

取締役  
（注）１

髙橋　宏明
昭和32年７月23日生

 
平成13年８月 山陽工業株式会社代表取締役就任　現

在に至る

平成24年４月 当社取締役就任　現在に至る
 

(注)３ －

取締役  
（注）１

田頭　英機
昭和45年４月18日生

 
平成10年２月 株式会社田頭工作所代表取締役就任

現在に至る

平成24年４月 当社取締役就任　現在に至る
 

(注)３ －

取締役  
（注）１

山平　正登
昭和10年４月10日生

 
平成25年４月 株式会社山平組代表取締役会長就任　

現在に至る

平成26年４月 当社取締役就任　現在に至る
 

(注)３ 15

取締役  
（注）１

片島伸一郎
昭和22年11月13日生

 
平成23年12月 因島鉄工団地協同組合理事長就任　現

在に至る

平成26年４月 当社取締役就任　現在に至る
 

(注)３ －

取締役  
（注）１

藤河　秀樹
昭和28年１月11日生

 
平成６年７月 株式会社甲山プロパン代表取締役就

任　現在に至る

平成21年４月 当社監査役就任

平成26年４月 当社取締役就任　現在に至る

 

(注)３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役  
（注）１

國平　　薫
昭和31年11月10日生

 
平成26年４月 当社取締役就任　現在に至る

平成26年12月 ジャパン・スチールス株式会社代表取

締役社長就任　現在に至る
 

(注)３ －

取締役  
（注）１

柿原　直樹
昭和24年７月18日生

 
平成３年３月 大見砕石株式会社代表取締役就任　現

在に至る

平成26年４月 当社取締役就任　現在に至る
 

(注)３ 15

取締役  
（注）１

田中　哲夫
昭和33年３月22日生

 
平成26年４月 長崎船舶装備株式会社中国事業部部長

就任　現在に至る

平成26年４月 当社取締役就任　現在に至る
 

(注)３ －

監査役  
（注）２

杉原　荒太
昭和43年４月13日生

 
平成24年４月 当社監査役就任　現在に至る

平成25年４月 尾道造船株式会社財務システム部長就

任　現在に至る
 

(注)４ －

監査役  
（注）２

高橋　徳男
昭和９年９月13日生

 
平成16年４月 当社監査役就任　現在に至る

平成20年３月 株式会社三協電機代表取締役会長就任

現在に至る
 

(注)４ 15

監査役  
（注）２

藤井　浩則
昭和37年10月13日

 
平成８年５月 株式会社もみの木畳店代表取締役就任

現在に至る

平成26年４月 当社監査役就任　現在に至る
 

(注)４ 15

    計  180

　（注) 1. 取締役山本洋、村上新介、岡田福三、児玉正宏、柏原健二、中部隆、中田卓、下井覚仁、髙橋宏明、田頭英機、

　        山平正登、片島伸一郎、藤河秀樹、國平薫、柿原直樹、田中哲夫は社外取締役であります。

　　　　２．監査役全員は社外監査役であります。

　　　　３.平成28年1月期に係る定時株主総会後、２年以内に終了する事業年度の内、最後のものに関する定時株主総会の時までとする。

　　　　４.平成28年1月期に係る定時株主総会後、４年以内に終了する事業年度の内、最後のものに関する定時株主総会の時までとする。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方）

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考えは、株主をはじめとする利害関係者の皆様に対して、経営

に健全性、透明性及び効率性を確保することと認識しております。

（会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況等）

(1）会社の機関の基本説明

　　取締役会は定期的に及び必要に応じて臨時に開催しております。なお、当社の取締役会は,取締役17名（内、社

　外取締役16名）で構成されております。また、当社の監査役３名全員はいずれも社外監査役であります。

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　取締役会は経営環境に迅速に対応すべく運営を行っております。ゴルフ場の運営に関する必要事項はすべて会員

を構成員とする「尾道カントリークラブ」が立案し、当社がこれらを執行しております。

　内部統制システムについては、各部署において承認制度の徹底に努めており、また業務遂行については相互牽制

により内部統制の強化を図っております。なお、法律的検討課題等については、必要に応じて弁護士からアドバイ

スを受け、その対処をしております。

(3）内部監査及び監査役監査の状況

　当社には、内部監査組織はありませんが、監査役は取締役の職務執行について厳正な監視を行うとともに、内部

統制の適用状況等を監視しております。

(4）会計監査の状況

①　業務を執行した公認会計士の氏名

新木武馬公認会計士事務所　　　　公認会計士　新木武馬

②　監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　　　　　　　　　　　１名

監査責任者は監査意見表明のための委託審査制度を採用しております。

(5） 当社と当社の社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要

    当社の社外取締役１６名の内９名は、提出日現在で当社株式１３５株を保有しておりますが、各氏と当社の間

      には、人的関係または取引関係その他の利害関係はありません。

  社外監査役３名の内２名は、提出日現在で当社株式３０株を保有しておりますが、各氏と当社の間には人的

関係または取引関係その他の利害関係はありません。

 

（リスク管理体制の整備の状況）

当社のリスク管理体制は、取締役会及び監査役による厳格な会社運営と、理事会及び各委員会の随時開催によ

り、経営の健全性、透明性及び効率性を確保するとともに、全てのリスクに関するリスク管理体制が適正に機能す

るように努めております。

（役員報酬の内容）

　当社の取締役・監査役に対する報酬はありません。

（取締役の定数）

　当社の取締役は８名以上とする旨を定款で定めております。

（取締役の選任の決議要件）

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数の決議によって選任し、累積投票によらない旨を定款で定めております。
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（株主総会の特別決議要件）

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めておりま

す。これは株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的と

するものであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

1,600 － 1,400 -

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

　また、財務諸表その他の事項の金額については、千円未満の端数を切り捨てて表示しています。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成27年２月１日から平成28年１月31日

まで）の財務諸表について、公認会計士　新木武馬氏により監査を受けております。

３．連結財務諸表について

　当社では、子会社が存在しないため、連結財務諸表は作成していません。

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みについて
　当社は、会計基準等の内容を適切に把握し、又は会計基準等の変更について的確に対応するため、社外セミナーへ

　の参加及び専門誌の購読を行い、財務諸表等の適正性の確保に取り組んでおります。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成27年１月31日)
当事業年度

(平成28年１月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 66,972 90,695

売掛金 1 428

未収入金 987 762

商品 2,499 2,201

貯蔵品 931 1,145

立替金 27 -

前払費用 576 -

前払金 19 19

未収還付税金 4 3

流動資産合計 72,021 95,256

固定資産   

有形固定資産   

建物 665,274 668,866

減価償却累計額 △406,260 △415,329

建物（純額） 259,014 253,536

構築物 578,463 520,778

減価償却累計額 △532,491 △481,912

構築物（純額） 45,971 38,865

機械及び装置 60,255 54,280

減価償却累計額 △52,007 △44,240

機械及び装置（純額） 8,248 10,039

車両運搬具 23,570 23,570

減価償却累計額 △14,547 △17,462

車両運搬具（純額） 9,023 6,108

工具、器具及び備品 56,342 53,723

減価償却累計額 △49,426 △48,502

工具、器具及び備品（純額） 6,915 5,220

コース 941,144 941,144

土地 453,418 453,418

建設仮勘定 1,600 476

有形固定資産合計 1,725,337 1,708,810

無形固定資産   

ソフトウエア 1,617 1,185

電話加入権 585 585

無形固定資産合計 2,202 1,771

固定資産合計 1,727,539 1,710,581

資産合計 1,799,560 1,805,837
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成27年１月31日)
当事業年度

(平成28年１月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,833 4,667

未払金 4,350 4,648

リース債務 4,749 4,160

未払費用 2,659 2,658

未払消費税等 4,083 4,656

未払法人税等 977 977

賞与引当金 - 2,595

仮受金 81 -

預り金 2,724 2,784

流動負債合計 24,458 27,148

固定負債   

リース債務 12,135 7,974

固定負債合計 12,135 7,974

負債合計 36,593 35,122

純資産の部   

株主資本   

資本金 80,000 80,000

資本剰余金   

資本準備金 1,691,537 1,691,537

資本剰余金合計 1,691,537 1,691,537

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △8,570 △822

利益剰余金合計 △8,570 △822

株主資本合計 1,762,966 1,770,714

純資産合計 1,762,966 1,770,714

負債純資産合計 1,799,560 1,805,837
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②【損益計算書】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成26年２月１日
　至　平成27年１月31日)

当事業年度
(自　平成27年２月１日
　至　平成28年１月31日)

売上高   

グリーンフィ 67,619 68,648

ラウンドフィ 77,101 81,109

食堂・売店収入 61,936 75,092

会費収入 17,950 19,000

その他の収入 13,500 22,847

売上高合計 238,108 266,697

売上原価   

コース維持費 59,589 61,002

プレー費 26,110 27,338

食堂・売店原価 54,408 57,514

売上原価合計 140,107 145,855

売上総利益 98,000 120,841

販売費及び一般管理費 ※１ 108,190 ※１ 108,568

営業利益又は営業損失（△） △10,190 12,273

営業外収益   

受取利息 25 14

雑収入 861 1,587

営業外収益合計 886 1,602

営業外費用   

支払利息 203 146

営業外費用合計 203 146

経常利益又は経常損失（△） △9,507 13,728

特別損失   

固定資産除却損 － ※２ 5,004

特別損失合計 － 5,004

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △9,507 8,724

法人税、住民税及び事業税 977 977

当期純利益又は当期純損失（△） △10,484 7,747
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【売上原価明細表】

 

前事業年度
第42期

（自　平成26年２月１日
至　平成27年１月31日）

当事業年度
第43期

（自　平成27年２月１日
至　平成28年１月31日）

 コース維持費 プレー費 食堂売店原価 合計 コース維持費 プレー費 食堂売店原価 合計

 
金額
(千円)

百分比
(％)

金額
(千円)

百分比
(％)

金額
(千円)

百分比
(％)

金額
(千円)

百分比
(％)

金額
(千円)

百分比
(％)

金額
(千円)

百分比
(％)

金額
(千円)

百分比
(％)

金額
(千円)

百分比
(％)

給料手当 24,742 41.5 14,259 54.6 14,758 27.1 53,760 38.4 24,903 40.8 15,778 57.7 14,719 25.6 55,401 38.0

賞与引当
金繰入額

- - - - - - - - 829 1.4 505 1.8 554 0.9 1,888 1.3

退職金共
済掛金

379 0.6 252 1.0 312 0.6 943 0.7 414 0.7 272 1.0 320 0.5 1,006 0.7

臨時雇人
費

1,050 1.8 994 3.8 1,598 2.9 3,644 2.6 1,606 2.6 838 3.1 2,478 4.3 4,922 3.4

福利厚生
費

5,035 8.5 2,895 11.1 2,869 5.3 10,800 7.7 5,489 9.0 3,182 11.6 2,958 5.1 11,629 8.0

修繕費 2,199 3.7 173 0.7 167 0.3 2,540 1.8 2,274 3.7 435 1.6 280 0.5 2,989 2.0

消耗品費 17,869 30.0 350 1.3 799 1.5 19,018 13.6 17,494 28.7 132 0.5 389 0.7 18,016 12.3

賃借料 267 0.4 - - 323 0.6 590 0.4 395 0.6 - - 152 0.3 547 0.4

燃料費 2,927 4.9 2,070 7.9 28 0.1 5,025 3.6 2,122 3.5 1,962 7.2 27 0.1 4,112 2.8

その他 442 0.7 646 2.5 1,256 2.3 2,345 1.7 378 0.6 105 0.4 1,327 2.3 1,812 1.2

減価償却
費

4,675 7.9 4,467 17.1 1,833 3.3 10,976 7.8 5,094 8.4 4,126 15.1 1,653 2.9 10,873 7.5

計 59,589  26,110  23,946 44.0 109,646 78.3 61,002  27,338  24,860 43.2 113,201 77.6

食堂売店                 

期首棚
卸高     3,268  3,268      2,454  2,454  

当期仕
入高     29,647  29,647      32,383  32,383  

期末棚
卸高     2,454  2,454      2,183  2,183  

差引原
価     30,461 56.0 30,461 21.7     32,654 56.8 32,654 22.4

売上原価
合計

59,589 100 26,110 100 54,408 100 140,107 100 61,002 100 27,338 100 57,514 100 145,855 100
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度 第42期（自　平成26年２月１日　至　平成27年１月31日）

      (単位：千円)

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰
余金

利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 80,000 1,691,537 1,691,537 1,913 1,913 1,773,451 1,773,451

当期変動額        

当期純損失    △10,484 △10,484 △10,484 △10,484

当期変動額合計 － － － △10,484 △10,484 △10,484 △10,484

当期末残高 80,000 1,691,537 1,691,537 △8,570 △8,570 1,762,966 1,762,966

 

当事業年度 第43期（自　平成27年２月１日　至　平成28年１月31日）

      (単位：千円)

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰
余金

利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 80,000 1,691,537 1,691,537 △8,570 △8,570 1,762,966 1,762,966

当期変動額        

当期純利益    7,747 7,747 7,747 7,747

当期変動額合計 － － － 7,747 7,747 7,747 7,747

当期末残高 80,000 1,691,537 1,691,537 △822 △822 1,770,714 1,770,714
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④【キャッシュ・フロー計算書】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成26年２月１日
　至　平成27年１月31日)

当事業年度
(自　平成27年２月１日
　至　平成28年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △9,507 8,724

減価償却費 19,237 18,644

賞与引当金の増減額（△は減少） - 2,595

受取利息及び受取配当金 △25 △14

支払利息 203 146

有形固定資産除却損 － 5,004

売上債権の増減額（△は増加） 768 △202

たな卸資産の増減額（△は増加） 813 84

仕入債務の増減額（△は減少） 4,002 △166

その他 7,206 1,454

小計 22,698 36,271

利息及び配当金の受取額 25 14

利息の支払額 △203 △146

法人税等の支払額 △977 △977

営業活動によるキャッシュ・フロー 21,543 35,161

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △4 △30,005

有形固定資産の取得による支出 △3,654 △6,690

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,659 △36,695

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △5,831 △4,749

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,831 △4,749

現金及び現金同等物に係る換算差額 － -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 12,052 △6,283

現金及び現金同等物の期首残高 34,904 46,956

現金及び現金同等物の期末残高 46,956 40,673
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産

最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切り下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

①　平成19年3月31日以前に取得したもの

旧定額法によっております。

②　平成19年４月１日以降に取得したもの

定額法によっております。

なお、主な建物、構築物の耐用年数10年～50年。主な機械、車両、備品は、耐用年数５年～10年。

（２）無形固定資産(リース資産を除く）

定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

（３）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、当事業年度、リース資産を計上するリース取引はありません。

３．引当金の計上基準

貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率により、貸倒懸念等特定債権について

は個別に回収不能見込額を計上することとしておりますが、当事業年度前３事業年度で貸倒損失が無く、貸倒

懸念債権も見当たらないので、計上額は0円です。

賞与引当金

 従業員の賞与支給に充てるため、賞与支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

５．退職給付制度

　退職給付制度として、特定退職金共済契約（拠出後に追加的負担を生じない外部拠出型の退職金給付を内容

とする契約）を締結して、従業員の退職金に備えております。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

税抜方式

 

 

（会計方針の変更）

  該当事項はありません。
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損益計算書関係

＊１．販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度61％、当事業年度60％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度39％、当事業年度40％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。

 
前事業年度

（自　平成26年２月１日
　　至　平成27年１月31日）

当事業年度
（自　平成27年２月１日
　　至　平成28年１月31日）

給料手当 25,361千円 23,123千円

賞与引当金繰入額 - 707

福利厚生費 4,499 3,843

旅費通信費 1,719 1,574

電力燃料費 23,012 19,765

消耗品費 4,303 2,351

支払手数料 6,431 7,901

保守管理費 3,509 3,074

保険料 2,362 2,940

減価償却費 8,260 7,770

租税公課 8,104 8,009

賃借料 874 1,422

賞品費 11,955 16,744

広告宣伝費 952 895

その他 6,841 8,443

 

＊２．固定資産除却損の内訳は次の通りであります。

前事業年度
（自　平成26年２月１日
至　平成27年１月31日）

当事業年度
（自　平成27年２月１日
至　平成28年１月31日）

構築物 －千円  4,451千円

 機械及び装置 －  422

 工具、器具及び備品 －  130
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株主資本等変動計算書関係

前事業年度 第42期（自　平成26年２月１日　至　平成27年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 44,440 － － 44,440

合計 44,440 － － 44,440

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　該当事項はありません。
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当事業年度 第43期（自　平成27年２月１日　至　平成28年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 44,440 - - 44,440

合計 44,440 - - 44,440

自己株式     

普通株式 - - - -

合計 - - - -

 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　該当事項はありません。

キャッシュ・フロー計算書関係

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自　平成26年２月１日
至　平成27年１月31日）

当事業年度
（自　平成27年２月１日
至　平成28年１月31日）

現金及び預金勘定 66,972千円 90,695千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △20,015 △50,021

現金及び現金同等物 46,956 40,673

 

リース取引関係

　　　　　　ファイナンス・リース取引

　　　　　　　重要性が乏しいため記載を省略しております。
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金融商品関係

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達する方針であります。

　また、一時的な余資は、流動性の高い預金で運用し、投機的な取引は行わない方針であります。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに、未収入金は会員の信用リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金及び未払費用は、１年内の支払期日であり、流動性リスクに晒されております。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

　①　信用リスクの管理

　　　当社の売掛金は、当クラブの会員のプレー費であり、そのほとんどがクレジットによる支払いであ

　　るため、１カ月以内には回収可能なものであります。従って、顧客の信用リスクを伴うものは少額で

　　ありますが、顧客ごとに期日管理を徹底して回収懸念の軽減を図っております。

　　　未収入金は、会員ごとに期日管理をしており、また、株券を譲受けた新たな会員が入会する時に、

　　滞留した債権を精算することとしており回収懸念の軽減を図っております。

　②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　　　借入金に係る支払金利の変動リスクに対しては、できるだけ固定金利にすることによりリスク負担

　　を軽減する方針であります。

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格のない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含めておりません。

　前事業年度（平成27年１月31日）

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 66,972 66,972 －

(2）売掛金 1 1 －

(3）未収入金 987 987 －

資産計 67,961 67,961 －

(1）買掛金 4,833 4,833 －

（2）未払金 4,350 4,350 －

(3）未払費用 2,659 2,659 －

(4）未払消費税等 4,083 4,083 －

(5）未払法人税等 977 977 －

(6）預り金 2,724 2,724 －

(7）リース債務（流動負債） 4,749 4,749 －

(8）リース債務（固定負債） 12,135 11,848 △286

負債計 36,512 36,226 △286
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　当事業年度（平成28年１月31日）

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 90,695 90,695 -

(2）売掛金 428 428 -

(3）未収入金 762 762 -

資産計 91,886 91,886 -

(1）買掛金 4,667 4,667 -

（2）未払金 4,648 4,648 -

(3）未払費用 2,658 2,658 -

(4）未払消費税等 4,656 4,656 -

(5）未払法人税等 977 977 -

(6）預り金 2,784 2,784 -

(7）リース債務（流動負債） 4,160 4,160 -

(8）リース債務（固定負債） 7,974 7,822 △152

負債計 32,527 32,374 △152
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　　　資　産

(1）現金及び預金、(2）売掛金(3）未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

負　債

(1）買掛金（2）未払金（3）未払費用（4）未払消費税等（5）未払法人税等

(6)預り金　(7)リース債務（流動負債）

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(8)リース債務(固定負債）

　リース債務の時価については、元利金の合計額を新規にリース取引を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しております。

 

（注）２．金銭債権の決算日後の償還予定額

　前事業年度（平成27年１月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 66,972 － － －

売掛金 1 － － －

未収入金 987 － － －

合計 67,961 － － －

　当事業年度（平成28年１月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 90,695 － － －

売掛金 428 － － －

未収入金 762 － － －

合計 91,886 － － －
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（注）３．リース債務の決算日後の返済予定額

前事業年度（平成27年１月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

リース債務 4,749 4,160 4,160 3,813 － －

       

合計 4,749 4,160 4,160 3,813 － －

 

当事業年度（平成28年１月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

リース債務 4,160 4,160 3,813 － － －

       

合計 4,160 4,160 3,813 － － －
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有価証券関係

　　　　　　　該当事項はありません。

 

デリバティブ取引関係

　　　　 　　該当事項はありません。

 

退職給付関係

前事業年度（自平成26年２月１日　至平成27年１月31日）

1.採用している退職給付制度の概要

　当社は、退職給付制度として確定拠出型の退職一時金制度を採用しております。

　　　　　2.確定拠出制度

　　　　　　当社の確定拠出制度への要拠出額は、1,225千円でありました。

 

当事業年度（自平成27年２月１日　至平成28年１月31日）

1.採用している退職給付制度の概要

　当社は、退職給付制度として確定拠出型の退職一時金制度を採用しております。

　　　　　2.確定拠出制度

　　　　　　当社の確定拠出制度への要拠出額は、1,269千円でありました。

 

ストック・オプション等関係

   　該当事項はありません。

 

税効果会計関係

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成27年１月31日）
 

当事業年度
（平成28年１月31日）

繰延税金資産    

 賞与引当金 －千円 890千円

　未払金 －  144

繰越欠損金 26,117  20,856

　繰延税金資産小計 26,117  21,891

評価性引当額 △26,117  △21,891

繰延税金資産合計 －  －

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成27年１月31日）
 
 

当事業年度
（平成28年１月31日）

 法定実効税率 －%  36.0%

（調整）    

 住民税均等割 －  11.2

 評価性引当額の増減 －  △36.0

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 －  11.2

(注）前事業年度は、税引前当期純損失が計上されているため記載しておりません。

 

３.法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第9号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成27年法律第2号）が平成27年3月31日に公布され、平成27年4月1日以後に開始する事業年度から、法人税

率等の引下げ等が行われることになりました。これに伴い、当事業年度末の一時差異のうち、平成28年2月1日

に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については、繰延税金資産の計算に使用する法定実効税率を

36.0%から34.3%に変更しております。

　この税率変更により、財務諸表に与える影響はございません。

 

資産除去債務関係

　 該当事項はありません。
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賃貸等不動産関係

　　　該当事項はありません。

 

持分法損益等

 　該当事項はありません。
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セグメント情報等

【セグメント情報】

　　　　前事業年度　第42期（自　平成26年2月1日 至平成27年1月31日）

当社は、ゴルフ事業及びこれに付帯する業務の単一セグメントであるため、記載しておりません。

 

　　　　当事業年度　第43期（自　平成27年2月1日 至平成28年1月31日）

当社は、ゴルフ事業及びこれに付帯する業務の単一セグメントであるため、記載しておりません。

 

【関連情報】

 　前事業年度 第42期（自 平成26年２月１日 至 平成27年１月31日）

  １．製品及びサービスごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 　プレー費 　食堂 　その他 　合計

外部顧客への売上高 144,720 61,936 31,450 238,108

 

 

 ２．地域ごとの情報

 (1）売上高

　　　損益計算書の売上高は、すべて本邦の外部顧客への売上高のため、記載を省略しております。

 

 (2）有形固定資産

　　　貸借対照表の有形固定資産は、すべて本邦に所在している有形固定資産のため、記載を省略してお

　　　ります。

 

　３．主要な顧客ごとの情報

　　　外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％を占める相手先がいないため、記載を省略

　　　しております。

 

　 当事業年度 第43期（自 平成27年２月１日 至 平成28年１月31日）

  １．製品及びサービスごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 　プレー費 　食堂 　その他 　合計

外部顧客への売上高 149,757 75,092 41,847 266,697

 

 

 ２．地域ごとの情報

 (1）売上高

　　　損益計算書の売上高は、すべて本邦の外部顧客への売上高のため、記載を省略しております。

 

 (2）有形固定資産

　　　貸借対照表の有形固定資産は、すべて本邦に所在している有形固定資産のため、記載を省略してお

　　　ります。

 

　３．主要な顧客ごとの情報

　　　外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％を占める相手先がいないため、記載を省略

　　　しております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度 第42期（自 平成26年２月１日 至 平成27年１月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度 第43期（自 平成27年２月１日 至 平成28年１月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度 第42期（自 平成26年２月１日 至 平成27年１月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度 第43期（自 平成27年２月１日 至 平成28年１月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度 第42期（自 平成26年２月１日 至 平成27年１月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度 第43期（自 平成27年２月１日 至 平成28年１月31日）

　該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

  前事業年度 第42期　（自　平成26年２月１日　至　平成27年１月31日）

　　1　関連当事者との取引

　　　　該当事項はありません。

　　２　親会社または重要な関連会社に関する注記

　（1）親会社情報

　　　　該当事項はありません。

　（2）重要な関連会社の要約財務情報

　　　　該当事項はありません。

 

  当事業年度 第43期　（自　平成27年２月１日　至　平成28年１月31日）

　　1　関連当事者との取引

　　　　該当事項はありません。

　　２　親会社または重要な関連会社に関する注記

　（1）親会社情報

　　　　該当事項はありません。

　（2）重要な関連会社の要約財務情報

　　　　該当事項はありません。

 

企業結合等関係

　　　　　　該当事項はありません。
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１株当たり情報

前事業年度
第42期

（自　平成26年２月１日
至　平成27年１月31日）

当事業年度
第43期

（自　平成27年２月１日
至　平成28年１月31日）

 
１株当たり純資産額 39,670円72銭

１株当たり当期純損失金額（△） △235円91銭
 

 
１株当たり純資産額 39,845円06銭

１株当たり当期純利益金額 174円34銭
 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

（注）１株当たり当期純利益金額又は1株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前事業年度
第42期

(自　平成26年２月１日
至　平成27年１月31日)

当事業年度
第43期

(自　平成27年２月１日
至　平成28年１月31日)

当期純損失金額（△）（千円） △10,484 －

当期純利益金額（千円） － 7,747

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失金額（△）

（千円）
△10,484 －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） － 7,747

期中平均株式数（株） 44,440 44,440

 

重要な後発事象

　該当事項はありません。

 

⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

　　該当事項はありません。
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高

（千円）

当期増加額

（千円）

当期減少額

（千円）

当期末残高

（千円）

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額

(千円)

当期償却額

（千円）

差引当期末残

高（千円）

有形固定資産        

建物 665,274 3,591 － 668,866 415,329 9,068 253,536

構築物 578,463 473 58,158 520,778 481,912 3,128 38,865

機械及び装置 60,255 3,750 9,724 54,280 44,240 1,535 10,039

車両運搬具 23,570 － － 23,570 17,462 2,915 6,108

工具、器具及び備品 56,342 － 2,619 53,723 48,502 1,564 5,220

コース 941,144 － － 941,144 － － 941,144

土地 453,418 － － 453,418 － － 453,418

建設仮勘定 1,600 6,690 7,814 476 － － 476

有形固定資産計 2,780,070 14,504 78,316 2,716,257 1,007,447 18,212 1,708,810

無形固定資産        

ソフトウェア 2,156 － － 2,156 970 431 1,185

電話加入権 585 － － 585 － － 585

無形固定資産計 2,741 － － 2,741 970 431 1,771

 

　〈注）当期増加額の主な内容は次のとおりであります。

　　　　　　機械及び装置　　　　乗用３連ロータリーモア　　　　　　　3,350千円

　　　　　　建物　　　　　　　　トイレ兼退避舎　　　　　　　　　　　1,361千円

　　　　当期減少額の主な内容は次のとおりであります。

　　　　　　構築物　　　　　　　外構、舗装工事の除却によるもの　　 37,687千円

　　　　　　　　　　　　　　　　外構、植栽工事の除却によるもの　　　8,819千円

【社債明細表】

 　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 － - － －

１年以内に返済予定のリース債務 4,749 4,160 1.00 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － - － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 12,135 7,974 1.00 平成30年12月

その他有利子負債 － - － －

合計 16,884 12,135 － －

　（注）リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

　　　　ります。

 

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

リース債務 4,160 3,813 - －

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

賞与引当金 - 2,595 - － 2,595

 

【資産除去債務明細表】

　　該当事項はありません。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

(1）資産

(a）現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 1,461

預金  

普通預金

定期預金

38,770

50,021

納税準備預金 442

小計 89,233

計 90,695

 

(b）売掛金

相手先 金額（千円）

JCB他5件　平均滞留期間16.4日 428

計 428

 

(c）未収入金

品名 金額（千円）

会員年会費等 762

計 762

 

(d）商品

品名 金額（千円）

食堂・売店の棚卸品等 2,201

計 2,201

 

(e）貯蔵品

品名 金額（千円）

肥料・薬剤等 1,145

計 1,145
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(2）負債

(a）買掛金

相手先 金額（千円）

株式会社甲山プロパン 2,264

株式会社興洋 1,114

双葉自動車株式会社 166

株式会社ダイショク他25件 1,121

計 4,667

 

　　　 （b）未払金

相手先 金額（千円）

三原年金事務所 3,469

オリックス株式会社 1,082

中国電力株式会社他4件 97

計 4,648

 

（３）【その他】

 　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ２月１日から１月31日まで

定時株主総会 ４月中

基準日 なし

株券の種類 壱株券　七株券　拾五株券

剰余金の配当の基準日 １月31日

１単元の株式数 該当なし

株式の名義書換え  

取扱場所 広島県世羅郡世羅町大字小世良10691番地15　当社総務課

株主名簿管理人 なし

取次所 なし

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 有料

単元未満株式の買取り  

取扱場所 該当なし

株主名簿管理人 該当なし

取次所 該当なし

買取手数料 該当なし

公告掲載方法 官報

株主に対する特典
登録申請により、株式15株について１口のゴルフプレー権（株主会員権）

を付与する。

　（注）　当会社の株式を譲渡するには、取締役会の承認を受けなければならない。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度開始日より、本報告書提出日までの間において、以下の書類を提出しております。

（１）　有価証券報告書　　　　　　事業年度　　　　自　平成26年２月１日　　　　平成27年４月30日

　　　　及びその添付書類　　　　　(第42期)　　　　至　平成27年１月31日　　　　中国財務局長に提出

 

（２）　半期報告書　　　　　　　 （第43期中）　　 自　平成27年２月１日　　　　平成27年10月28日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　至　平成27年７月31日　　　　中国財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

 

 

  平成28年４月22日

備後観光開発株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 新木武馬公認会計士事務所

 

   公認会計士 新木　武馬　　印

     

 

　私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている備後

観光開発株式会社の平成27年２月１日から平成28年１月31日までの第43期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表

について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　私の責任は、私が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。私は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私に財務諸表に重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを

求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、私の

判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表

監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、私は、リスク評価の実施に際して、状

況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監

査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　私は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、備後観光開発株

式会社の平成28年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と私の間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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